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平成 18 年 5 月期   個別中間財務諸表の概要 平成 18 年 1 月 16 日 

 

上 場 会 社 名        株式会社クリード                     上場取引所     東 

コ ー ド 番 号         ８８８８                                   本社所在都道府県   東京都 
（ＵＲＬ http://www.creed.co.jp） 

代 表 者  役職名 代 表 取 締 役 社 長  氏名 宗吉 敏彦 

問合せ先責任者  役職名 取締役財務経理部長  氏名 菅原 猛    ＴＥＬ (03) 3500－3300 

決算取締役会開催日  平成 18 年 1 月 16 日  中間配当制度の有無   有 

中間配当支払開始日    ―――――  単元株制度採用の有無  無 

１. 17年11月中間期の業績（平成17年 6月１日～平成17年11月30日） 

(1) 経営成績 (百万円未満切捨) 

 売上高 営業利益 経常利益 

  百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％

17 年 11 月中間期  8,427 109.6  2,032 78.3  2,232 122.9 

16 年 11 月中間期  4,019 △17.9  1,140 35.3  1,001 12.2 

17 年 5 月期  9,895   2,414   1,980  

 

 中間(当期)純利益 １株当たり中間(当期)純利益

  百万円 ％  円 銭 

17 年 11 月中間期  1,893 206.1  11,326 19 

16 年 11 月中間期  618 4.8  8,239 04 

17 年 5 月期  1,601   10,114 48 

(注)① 期中平均株式数   17 年 11 月中間期 167,141 株 16 年 11 月中間期 75,055 株 17 年 5 月期 158,340 株

 ② 会計処理の方法の変更  無 

 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2) 配当状況 

 
１株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 

  円 銭  円 銭 

17 年 11 月中間期  0 00        

16 年 11 月中間期  0 00        

17 年 5 月期         1,000 00 

(3) 財政状態  

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

  百万円  百万円 ％  円 銭 

17 年 11 月中間期  46,773  14,498  31.0  86,519 57 

16 年 11 月中間期  29,664  11,396  38.4  136,853 36 

17 年 5 月期  35,294  13,062  37.0  78,304 32 

(注)① 期末発行済株式数 17 年 11 月中間期 167,571 株 16 年 11 月中間期 83,277 株 17 年 5 月期 166,816 株 

 ② 期末自己株式数 17 年 11 月中間期  －株  16 年 11 月中間期  －株  17 年 5 月期  －株 

２. 18年 5月期の業績予想（平成17年 6月 1日～平成18年 5月31日） 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

期 末  

 百万円 百万円 百万円  円 銭  円 銭

通 期  14,000  3,700  2,470 1,000 00   1,000 00 

(参考) １株当たり予想当期純利益（通期） 14,740 円 02 銭 

※ 上記の業績予想につきましては、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績はさま

ざまな重要な要因によって、上記予想数値とは大きく異なる結果となる可能性があります。 
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１．中間財務諸表等 

(1) 中間貸借対照表 （単位：千円） 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前事業年度の 

要約貸借対照表 

（平成 16 年 11 月 30 日現在） （平成 17 年 11 月 30 日現在） （平成 17 年 5 月 31 日現在）
 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（資産の部）  ％ ％  ％

Ⅰ 流動資産   

 １．現金及び預金  2,080,375 2,701,460  2,498,919

 ２．売掛金  118,710 379,133  164,361

 ３．販売用不動産     ※１  15,519,292 14,595,162  16,263,166

 ４．仕掛販売用不動産 ※１  148,892 2,105,059  1,473,255

 ５．貯蔵品  4,839 5,173  6,588

 ６．繰延税金資産  39,481 132,339  158,836

 ７．立替不動産   ※１,４  － 9,424,561  612,839

 ８．その他    ※１,２  1,973,866 2,764,941  1,450,459

   貸倒引当金  △185 △3,655  △2,577

 流動資産合計  19,885,274 67.0 32,104,176 68.6  22,625,848 64.1

Ⅱ 固定資産   

 １．有形固定資産   

  (1) 建物     ※１ 742,265 747,290 742,265 

   減価償却累計額 38,872 703,392 66,910 680,380 53,343 688,922

  (2) 工具器具及び備品 98,031 106,626 101,308 

   減価償却累計額 28,883 69,148 50,705 55,920 39,955 61,353

  (3) 土地     ※１  210,218 210,218  210,218

  有形固定資産合計  982,760 3.3 946,520 2.0  960,494 2.7

 ２．無形固定資産   

 (1) ソフトウェア   73,205 107,522  93,477

  (2) その他  4,963 4,334  4,648

  無形固定資産合計  78,168 0.3 111,857 0.3  98,126 0.3

 ３．投資その他の資産   

  (1) 投資有価証券 ※１  1,639,929 12,031,709  9,641,881

  (2) 関係会社株式  199,112 660,112  546,112

  (3) その他の関係会社有価証券  － 318,580  342,904

  (4) 出資金          1,000 1,000  1,000

  (5) 関係会社出資金  28,000 28,000  25,000

  (6) 匿名組合出資金  5,479,888 －  －

  (7) 関係会社匿名組合出資金  427,288 －  －

  (8) 関係会社長期貸付金  720,349 366,782  823,649

  (9) 敷金及び保証金  182,280 197,131  193,320

(10) その他  41,475 7,699  35,990

   貸倒引当金  △1,059 －  －

  投資その他の資産合計  8,718,265 29.4 13,611,017 29.1  11,609,858 32.9

 固定資産合計  9,779,194 33.0 14,669,394 31.4  12,668,478 35.9

 資産合計  29,664,468 100.0 46,773,570 100.0  35,294,327 100.0
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（単位：千円） 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度の 

要約貸借対照表 

（平成 16 年 11 月 30 日現在） （平成 17 年 11 月 30 日現在） （平成 17 年 5 月 31 日現在）
 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（負債の部）   ％ ％  ％

Ⅰ 流動負債          

 １．買掛金  540,773   455,569   366,773

 ２．短期借入金    ※１  3,750,000  12,002,000  3,602,000

 ３．1年以内返済長期借入金 ※１  1,030,321  2,123,360  2,332,730

 ４．１年内償還社債  －  2,108,000  2,396,000

 ５．コマーシャルペーパー  －  900,000  900,000

 ６． 未払金  83,852  119,623  101,101

 ７．未払法人税等  313,813  788,953  844,408

 ８．賞与引当金  14,655  71,316  125,217

 ９．その他       723,095  335,977  265,047

 流動負債合計  6,456,511 21.8  18,904,802 40.4  10,933,279 31.0

Ⅱ 固定負債    

 １．社債  5,408,000  3,600,000  3,210,000

 ２．長期借入金       ※１  5,063,531  7,794,675  6,256,861

 ３．繰延税金負債  423,156  627,018  917,631

 ４．預り保証金  884,747  1,323,589  882,839

 ５．その他        31,785  25,313  31,301

 固定負債合計  11,811,220 39.8  13,370,597 28.6  11,298,633 32.0

 負債合計  18,267,731 61.6  32,275,399 69.0  22,231,913 63.0

    

（資本の部）    

Ⅰ 資本金  4,150,914 14.0 4,223,324 9.0  4,156,835 11.8

Ⅱ 資本剰余金   

 １．資本準備金  4,213,428 4,285,837  4,219,349

 資本剰余金合計  4,213,428 14.2 4,285,837 9.2  4,219,349 11.9

Ⅲ 利益剰余金   

 １．利益準備金  1,500 1,500  1,500

 ２．中間(当期)未処分利益  2,361,517 5,070,917  3,344,663

 利益剰余金合計  2,363,017 8.0 5,072,417 10.8  3,346,163 9.5

Ⅳ その他有価証券評価差額金  669,375 2.2 916,591 2.0  1,340,065 3.8

 資本合計  11,396,736 38.4  14,498,171 31.0  13,062,414 37.0

 負債資本合計  29,664,468 100.0  46,773,570 100.0  35,294,327 100.0
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(2) 中間損益計算書 （単位：千円） 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度の 

要約損益計算書 

自 平成16年 6月 1日 自 平成17年 6月 1日 自 平成16年 6月 1日(至 平成16年11月30日) (至 平成17年11月30日) (至 平成17年 5月31日)
 

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

 ％ ％  ％

Ⅰ 売上高  4,019,940 100.0 8,427,633 100.0  9,895,338 100.0

Ⅱ 売上原価  2,190,412 54.5 5,498,812 65.2  5,811,371 58.7

  売上総利益  1,829,527 45.5 2,928,820 34.8  4,083,967 41.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費  689,479 17.1 896,215 10.6  1,668,978 16.9

  営業利益  1,140,048 28.4 2,032,605 24.2  2,414,988 24.4

Ⅳ 営業外収益     ※１  120,680 3.0 627,244 7.4  142,436 1.4

Ⅴ 営業外費用     ※２  259,323 6.5 427,721 5.1  577,060 5.8

  経常利益  1,001,405 24.9 2,232,128 26.5  1,980,364 20.0

Ⅵ 特別利益      ※３  105,104 2.6 599,423 7.1  848,586 8.6

Ⅶ 特別損失      ※４  109,653 2.7 2,562 0.0  111,111 1.1

  税引前中間(当期)純利益  996,856 24.8 2,828,989 33.6  2,717,840 27.5

  法人税、住民税及び事業税 322,525 909,509 1,145,374 

  法人税等調整額 55,949 378,475 9.4 26,410 935,919 11.1 △29,060 1,116,313 11.2

  中間(当期)純利益  618,380 15.4 1,893,070 22.5  1,601,526 16.2

  前期繰越利益  1,682,299 3,177,847  1,682,299

連結子会社との合併による
未処分利益受入額 

 60,837 －  60,837

  中間(当期)未処分利益  2,361,517 5,070,917  3,344,663
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２．中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

自 平成16年 6月 1日 自 平成17年 6月 1日 自 平成16年 6月 1日 (至 平成16年11月30日) (至 平成17年11月30日) (至 平成17年 5月31日 ) 
１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法を採用し

ております。 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。 

 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用し

ております。 

 

 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

       同左 

 

その他有価証券 

時価のあるもの 

   同左 

 

 

 

 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用

しております。 

 なお、投資事業有限責任組合及び

これに類する組合への出資（証券取

引法第２条第２項により有価証券

とみなされるもの）については、匿

名組合の財産の持分相当額を「投資

有価証券」又は「その他の関係会社

有価証券」として計上しておりま

す。匿名組合への出資時に「投資有

価証券」又は「その他の関係会社有

価証券」を計上し、匿名組合の営業

により獲得した損益の持分相当額

については、「営業損益」に計上す

るとともに同額を「投資有価証券」

又は「その他の関係会社有価証券」

に加減し、営業者からの出資金（営

業により獲得した損益の持分相当

額を含む）の払い戻しについては、

「投資有価証券」又は「その他の関

係会社有価証券」を減額させており

ます。 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

       同左 

 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。

 

時価のないもの 

      同左 

(2) デリバティブ 

時価法を採用しております。 

(2) デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

(3) たな卸資産 

販売用不動産及び仕掛販売用不動産 

個別法による原価法を採用しており

ます。 

貯蔵品 

  最終仕入原価法を採用しておりま

す。 

 

(3) たな卸資産 

販売用不動産及び仕掛販売用不動産 

同左 

 

貯蔵品 

同左 

(3) たな卸資産 

販売用不動産及び仕掛販売用不動産 

同左 

 

貯蔵品 

同左 
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

自 平成16年 6月 1日 自 平成17年 6月 1日 自 平成16年 6月 1日( 至 平成16年11月30日) (至 平成17年11月30日) (至 平成17年 5月31日) 
２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。ただし、

平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）について

は、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物       3～38年 

工具器具及び備品 3～20年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。ただし、

平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）については、

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物       3～38年 

工具器具及び備品 3～18年 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。ただし、

ソフトウェア（自社利用）について

は、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっており

ます。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

(3) 長期前払費用 

   定額法を採用しております。 

 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一

般債権ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、賞与支給見込額の

当中間会計期間の負担額を計上して

おります。 

 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、賞与支給見込額

の当期負担額を計上しております。 

 

４ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

自 平成16年 6月 1日 自 平成17年 6月 1日 自 平成16年 6月 1日( 至 平成16年11月30日) (至 平成17年11月30日) (至 平成17年 5月31日) 
５ 重要なヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を充たすものについ

ては、特例処理を採用しております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段････金利キャップ 

        金利スワップ 

ヘッジ対象････借入金 

(3) ヘッジ方針 

金利リスクの低減ならびに金融収支

改善のため、ヘッジを行っております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理の要件を充たしている場合

は、有効性の判定を省略しております。 

５ 重要なヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段････同左 

 

ヘッジ対象････同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

 

 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定時点

までの期間において、ヘッジ対象とヘ

ッジ手段の相場変動の累計を比較し、

両者の変動額等を基礎にして判断し

ております。 

なお、特例処理の要件を充たしてい

る場合は、有効性の評価を省略してお

ります。 

 

５ 重要なヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

 同左 

 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段････同左 

 

ヘッジ対象････同左 

(3) ヘッジ方針 

 同左 

 

 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

６ その他中間財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によ

っており、控除対象外消費税等は、当中

間会計期間の費用として処理しており

ます。 

なお、固定資産に係る控除対象外消費

税等は、長期前払費用に計上し、５年間

で均等償却しております。 

６ その他中間財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

６ その他財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式に

よっており、控除対象外消費税等は、

当期の費用として処理しております。

なお、固定資産に係る控除対象外

消費税等は、長期前払費用に計上し、

５年間で均等償却しております。 

(2) 匿名組合出資金の会計処理 

当社は匿名組合出資を行っておりま

す。匿名組合の財産の持分相当額を「匿

名組合出資金」として計上しておりま

す。匿名組合への出資時に「匿名組合出

資金」を計上し、匿名組合の営業により

獲得した損益の持分相当額については、

「営業損益」に計上するとともに同額を

「匿名組合出資金」に加減し、営業者か

らの出資金(営業により獲得した損益の

持分相当額を含む)の払い戻しについて

は、「匿名組合出資金」を減額させてお

ります。 
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会計処理の変更 

（固定資産の減価償却の方法） 

取得価額10万円以上20万円未満の少

額減価償却資産につきましては、従来3

年間の均等償却をしておりましたが、財

務内容の健全化を図るため、支出時に全

額費用として処理する方法に変更いた

しました。 

この変更により、従来の方法によった

場合と比較して、営業利益、経常利益、

税引前中間純利益はそれぞれ10,548千

円減少しております。 

              （固定資産の減価償却の方法） 

取得価額10万円以上20万円未満の

少額減価償却資産につきましては、従

来3年間の均等償却をしておりました

が、財務内容の健全化を図るため、支

出時に全額費用として処理する方法

に変更いたしました。 

この変更により、従来の方法によ

った場合と比較して、営業利益、経常

利益、税引前当期純利益はそれぞれ

10,099千円減少しております。 

（繰延資産の処理方法） 

社債発行費の処理方法は、従来商法施

行規則の規定に基づく最長期間（社債発

行費3年）で毎期均等額を償却しており

ましたが、財務内容の健全化を図るた

め、支出時に全額費用として処理する方

法に変更いたしました。 

この変更により、従来の方法によった

場合と比較して、経常利益は16,066千円

増加し、税引前中間純利益は71,866千円

減少しております。 

              （繰延資産の処理方法） 

社債発行費の処理方法は、従来商

法施行規則の規定に基づく最長期間

（社債発行費3年）で毎期均等額を償却

しておりましたが、財務内容の健全化

を図るため、支出時に全額費用として

処理する方法に変更いたしました。

この変更により、従来の方法によ

った場合と比較して、経常利益は

42,583千円増加し、税引前当期利益は

45,350千円減少しております。 

              （固定資産の減損に係る会計基準） 

   当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準(｢固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書｣(企業会計審議会 平成14年8月

9日))及び｢固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針｣（企業会計基準適

用指針第6号 平成15年10月31日）を

適用しております。 

   これによる損益に与える影響はあ

りません。 
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表示方法の変更 

前中間会計期間 当中間会計期間 

自 平成16年 6月 1日 自 平成17年 6月 1日 ( 至 平成16年11月30日 ) ( 至 平成17年11月30日 ) 
(中間貸借対照表) 

（1）立替不動産 

従来、区分掲記していた「立替不動産」は、資産の総額

の100分の5以下となったため、流動資産の「その他」に含め

て表示することに変更いたしました。なお、当中間会計期間

末の流動資産の「その他」に含めた立替不動産の金額は

1,284,544千円であります。 

（2）預け金 

従来、区分掲記していた「預け金」は、金額に重要性が

なくなったため、流動資産の「その他」に含めて表示するこ

とに変更いたしました。なお、当中間会計期間末の流動資産

の「その他」に含めた預け金の金額は95,795千円であります。

(中間貸借対照表) 

（1）立替不動産 

「立替不動産」は、前中間会計期間末まで、流動資産の「そ

の他」に含めて表示しておりましたが、当中間会計期間末に

おいて資産の総額の100分の5を超えたため区分掲記してお

ります。なお、前中間会計期間末の「立替不動産」の金額は

1,284,544千円であります。 

（2）匿名組合出資金 

従来、一定の匿名組合契約上の権利は、投資その他の資

産の「匿名組合出資金」又は「関係会社匿名組合出資金」

に含めて表示しておりましたが、証券取引法及び証券取引

法施行規則の改正により、証券取引法上の有価証券に該当

するもの9,573,619千円については、当中間会計期間末よ

り、投資その他の資産の「投資有価証券」として表示し、

「関係会社匿名組合出資金」のうち証券取引法上の有価証

券に該当するもの318,580千円については、投資その他の

資産の「その他の関係会社有価証券」として表示しており

ます。 

 

 

（追加情報） 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

自 平成16年 6月 1日 自 平成17年 6月 1日 自 平成16年 6月 1日 (至 平成16年11月30日) (至 平成17年11月30日) (至 平成17年 5月31日 ) 
「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４月

1日以後に開始する事業年度より外形

標準課税制度が導入されたことに伴

い、当中間会計期間から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（平成16年２月13日 企業会計

基準委員会 実務対応報告第12号）に

従い法人事業税の付加価値割及び資

本割については、販売費及び一般管理

費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が

23,405千円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益がそれぞれ

23,405千円減少しております。 

 

            「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４月

1日以後に開始する事業年度より外形

標準課税制度が導入されたことに伴

い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱い」

（平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号）に従い法

人事業税の付加価値割及び資本割に

ついては、販売費及び一般管理費に計

上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が

35,787千円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益がそれぞれ

35,787千円減少しております。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

（平成 16 年 11 月 30 日現在） （平成 17 年 11 月 30 日現在） （平成 17 年 5 月 31 日現在） 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであ

ります。 

販売用不動産    13,522,496千円 

その他(流動資産) 674,296 

建物 655,857 

土地 210,218  

計     15,062,869 

 

 

なお、上記のうち、販売用不動産

3,299,825千円については、無担保社債の

銀行保証委託に伴う求償債務に対するも

のです。 

担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 2,692,000 千円 

１年以内返済長期借入金 775,196 

長期借入金 4,341,407  

計 7,808,603 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであ

ります。 

販売用不動産    11,789,158千円 

仕掛販売用不動産 1,649,702 

立替不動産     6,047,156 

建物 611,135 

土地 210,218 

投資有価証券     675,740  

計     20,983,111 

なお、上記のうち、販売用不動産

2,401,849千円については、無担保社債の

銀行保証委託に伴う求償債務に対するも

のです。 

担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金     8,525,000千円 

１年以内返済長期借入金 981,387 

長期借入金 4,361,889  

計 13,868,286 

 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであ

ります。 

販売用不動産 14,083,165 千円

仕掛販売用不動産  1,471,598  

建物 625,223 

土地 210,218 

  計 16,390,207  

 

 

なお、上記のうち、販売用不動産

3,037,592千円については、無担保社債の

銀行保証委託に伴う求償債務に対するも

のです。 

担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 1,791,000 千円

１年以内返済長期借入金 1,865,730 

長期借入金 5,072,611  

計 8,729,342 

※２ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため、流動

資産の「その他」に含めて表示しておりま

す。 

※２             

 

※２             

 

３ 運転資金の効率的な調達を行うため金

融機関６行と当座貸越契約及び貸出コミ

ットメント契約を締結しております。これ

ら契約に基づく当中間会計期間末の借入

未実行残高は次のとおりであります。 

 

当座貸越極度額及び 

貸出コミットメント 8,000,000千円 

の総額 

借入実行残高 3,810,000  

  差引額 4,190,000 

３ 運転資金の効率的な調達を行うため金

融機関９行と当座貸越契約及び貸出コミ

ットメント契約を締結しております。これ

ら契約に基づく当中間会計期間末の借入

未実行残高は次のとおりであります。 

 

当座貸越極度額及び 

貸出コミットメント 26,500,000千円

の総額 

借入実行残高 9,508,679 

  差引額 16,991,320 

３ 運転資金の効率的な調達を行うため金

融機関７行と当座貸越契約及び貸出コミ

ットメント契約を締結しております。これ

ら契約に基づく当事業年度末の借入未実

行残高は次のとおりであります。 

 

当座貸越極度額及び 

貸出コミットメント 10,500,000千円

の総額 

借入実行残高     6,530,937 

  差引額      3,969,062 

※４             

   

     

※４ 当社グループで管理・運営するファン

ドへ移管することを目的として、当社にて

一時的に保有する不動産であります。 

 

※４       同左 
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

自 平成16年 6月 1日 自 平成17年 6月 1日 自 平成16年 6月 1日 (至 平成16年11月30日) (至 平成17年11月30日) (至 平成17年 5月31日 ) 
※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取配当金           107,674千円 

   

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取配当金           610,316千円

   

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取配当金      112,542千円

  

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息             144,352千円 

支払手数料            35,881 

 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息             215,670千円

支払手数料           130,170 

 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息             312,588千円

支払手数料           135,363 

※３ 特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券売却益   104,448千円 

※３ 特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券売却益   599,423千円

※３ 特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券売却益   848,576千円

※４ 特別損失のうち主要なもの 

ｿﾌﾄｳｪｱ除却損          18,807千円  

社債発行費償却      87,933 

※４            ※４ 特別損失のうち主要なもの 

ｿﾌﾄｳｪｱ除却損        18,807千円

社債発行費償却       87,933 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産          31,269千円 

無形固定資産          10,110 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産          24,317千円

無形固定資産          12,468 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産          53,608千円

無形固定資産          19,911 
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

自 平成16年 6月 1日 自 平成17年 6月 1日 自 平成16年 6月 1日 (至 平成16年11月30日) (至 平成17年11月30日) (至 平成17年 5月31日 ) 
１ リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、 減価

償却累計額相当額及び中間期末残高

相当額 

 
取得価額 

相当額 

減価償却 

累計額 

相当額 

中間期末 

残高 

相当額 

工具器具 

及び備品 

千円 

51,615 

千円 

36,867 

千円 

14,748 

合計 51,615 36,867 14,748 
 

１ リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計額相

当額及び中間期末残高相当額 

 
取得価額

相当額

減価償却

累計額

相当額

中間期末

残高 

相当額

工具器具

及び備品

千円

56,412

千円

30,280

千円

26,132

合計 56,412 30,280 26,132
 

１ リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額 

 
取得価額 

相当額 

減価償却 

累計額 

相当額 

期末残高

相当額

工具器具

及び備品

千円 

66,776 

千円 

34,572 

千円

32,204

合計 66,776 34,572 32,204

   
 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 

 

 

 １年内 7,709 千円 

 １年超 7,843    

 合 計 15,553 

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額

等 

未経過リース料中間期末残高相当額

 １年内 10,183 千円 

 １年超 17,269    

 合 計 27,452 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 

 

 １年内 11,901 千円 

 １年超 21,908    

 合 計 33,809 

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

 

支払リース料 5,537 千円 

減価償却費相当額 4,984 

支払利息相当額 342 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額及び支払

利息相当額及び減損損失 

支払リース料 6,522 千円 

減価償却費相当額 6,071 

支払利息相当額 357 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

 

支払リース料 16,248 千円 

減価償却費相当額 14,980 

支払利息相当額 1,045 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

 １年内           420千円 

 １年超 －    

 合 計 420 

２ オペレーティング・リース取引 

      

            

     

 

 

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

２ オペレーティング・リース取引 
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（有価証券関係） 

前中間会計期間（自 平成 16 年 6 月 1 日 至 平成 16 年 11 月 30 日）、当中間会計期間（自 平成 17 年 6 月 1

日 至 平成 17 年 11 月 30 日）、及び前事業年度（自 平成 16 年 6 月１日 至 平成 17 年 5 月 31 日）において子

会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

（１株当たり情報） 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

自 平成16年 6月 1日 自 平成17年 6月 1日 自 平成16年 6月 1日 (至 平成16年11月30日) (至 平成17年11月30日) (至 平成17年 5月31日 ) 
１株当たり純資産額 136,853.36円 

１株当たり中間純利益 8,239.04円 

潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益                8,189.50円 

 

１株当たり純資産額 86,519.57円

１株当たり中間純利益 11,326.19円

潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益              11,261.40円 

 当社は、平成17年１月20日付で株式１

株につき２株の株式分割を行っておりま

す。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前中間会計期間にお

ける１株当たり情報については、以下の

とおりとなります。 

１株当たり純資産額 68,426.68円

１株当たり中間純利益 4,119.52円

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益   4,094.75円

１株当たり純資産額 78,304.32円

１株当たり当期純利益 10,114.48円

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益              10,053.46円 

 当社は、平成17年１月20日付で株式１

株につき２株の株式分割を行っておりま

す。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前事業年度における

１株当たり情報については、以下のとお

りとなります。 

１株当たり純資産額 51,890.50円

１株当たり当期純利益 5,708.16円

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益   5,643.72円

(注) １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

自 平成16年 6月 1日 自 平成17年 6月 1日 自 平成16年 6月 1日
 

(至 平成16年11月30日) (至 平成17年11月30日) (至 平成17年 5月31日)
１株当たり中間(当期)純利益    

中間(当期)純利益(千円) 618,380 1,893,070 1,601,526 

普通株主に帰属しない金額(千円)  －  －  － 

普通株式に係る中間(当期)純利益(千円) 618,380 1,893,070 1,601,526 

普通株式の期中平均株式数(株) 75,055 167,141 158,340 

潜在株式調整後1株当たり中間(当期)純利益    

中間(当期)純利益調整額(千円)  －  －  － 

普通株式増加数(株) 454 962 961 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間(当期)純利益に含めなか

った潜在株式の概要 

平成16年8月27日定時株

主総会決議によるストッ

クオプション(新株予約

権) 

普通株式 989 株 

平成 16 年 8 月 27 日及び

平成 17 年 8 月 26 日定時

株主総会決議によるスト

ックオプション(新株予

約権) 

普通株式 2,960 株 

平成 16 年 8 月 27 日定時

株主総会決議によるスト

ックオプション(新株予

約権) 

普通株式 1,758 株 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

 

（その他） 

該当事項はありません。 
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